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1　Joseph S. Nye, Jr. (2004)
2　貿易協定に関する資料として ILO (2017)、秋山（2019）など。OECD の個別事例の取り組みついては OECD 
(2019) など。ILO の活動については、Better Work (2016)、ILO (2020) などを参照。
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き彫りにすることを目的とする。各節の概要は以下の通りである。2 節では、労働条項の導入経











　Labour provisions については、少なくとも 2008 年の ILO の報告書
4
において social and labour 

















米諸国と反対する途上国との間で意見が対立する中、1996 年 12 月にシンガポールで開催された
WTO 閣僚会議において、労働問題は ILO の専管事項であるとの確認がなされた。
　これを受け 1998 年の ILO 総会において中核的労働基準を定めた「労働に関する基本的原則及
3 例えば、ILO (2016) のタイトルは Assessment of Labour Provisions in Trade and Investment Arrangments であり、
日本語では、「貿易取り決めにおける労働条項の趨勢について」と訳されている。また、ILO 駐日事務所のウェ
ブサイトでは、貿易協定における労働関連規定の解説に際し、「労働規定」との用語を使用している。
    https://www.ilo.org/tokyo/information/terminology/WCMS_472460/lang--ja/index.htm，2020 年 12 月 30 日閲覧
4  ILO (2008), p.39
5  ILO (2009), p.64
6 ILO (2016), p.21 では、Labour provisions を以下のように再定義している（翻訳は、ILO 駐日事務所による同報
告書の日本語版を参照）。i) 労使関係（例えば、国際労働基準への言及により）、または、最低限の労働・雇用条
件（例えば、労働安全衛生（OSH）、最低賃金および労働時間）に関する基準  ii) 国内法または貿易協定に基づ
き設定された基準の遵守を促進するメカニズム  iii) 協力活動、対話および／または労働問題のモニタリングの
取組み（例えば、開発協力や当事者間協議、又は継続的対話を促進するために設置された機関） 
7  ILO (2015), p.17
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　さらに、1999 年の第 87 回 ILO 総会事務局長報告書では、当時のソマビア事務局長が ILO の
目的を端的に示す言葉として「ディーセント・ワーク」を打ち出し、ILO の旗標とした。ディー
セント・ワーク実現のための 4 つの戦略目標（仕事の創出、社会的保護の拡充、社会対話の指針、
仕事における権利の保障）が設定され、新たな ILO の組織体制の整備につなげた。2008 年の第




























9  ILO (2016), pp.19 -23
10  ILO (2016), p.22
11  ILO (2017), p.11














。米国による貿易協定における労働条項については、1994 年に締結された NAFTA の
補完協定である北米労働協力協定（NAALC）において 11 の労働原則に関する公約が行われたが、














　一方、後者のアプローチの具体例として EU の事例があげられる。EU の貿易協定おいては、




1999 年から 2002 年の間にチリ及び南アフリカとの間で締結された貿易協定における労働条項で
は、労使関係や労働条件等の移民労働者の差別禁止以外の分野に関する言及がなされ、2008 年






13  ILO (2016), pp.42-44
14  ILO (2016), p.43
15  ILO (2016), pp.43-44
16  ILO (2013), p.46　NAFTA の苦情処理システムは、次の 5 つの段階から成り立っている。第 1 段階：各国政府
に設置された、National Administrative Office（NAO）間での協議、第 2 段階：閣僚級による協議、第 3 段階：
専門家による評価、第 4 段階：仲裁パネルの設置、第 5 段階：制裁の執行。
17  ILO (2013), p.45.  ILO (2016), p.44
18  ILO (2016), p.39















































20  ILO (2016), p.42
21  European Union (2011), p.64　各国の DGA は、環境、労働組合、企業及び関連するステークホルダーの代表と
してのバランスを考慮した、市民社会の独立した代表組織によって構成される。各国 DGA は年に 1 度、対話
を実施するための市民社会フォーラム（CDF）への参加が義務づけられている。
22  Domestic Advisory Group under the EU-Korea Free Trade Agreement (2013), p.2
23  ILO (2016), p.147
24  Civil Society Forum under the EU-Korea Free Trade Agreement (2015)
25  Specific instances の翻訳については外務省 OECD 東京センターによる OECD (2011) の日本語仮訳版を参照。
26  OECD (2011), p.3
27  具体的には、一般方針、情報開示、人権、雇用及び労使関係、環境、賄賂・賄賂要求・金便の強要の防止、消
費者利益、科学技術、競争及び納税の分野における責任ある企業行動に関する原則と基準が定められている。
28  1979 年、1984 年、1991 年、2000 年、2011 年にそれぞれ改訂。
29  National Contact Point の翻訳については外務省 OECD 東京センターによる OECD (2011) の日本語仮訳版を参照。
30 日本の連絡窓口として、「日本 NCP」が外務省・厚生労働省・経済産業省の三者で構成されている。また、日





















　2000 年から 2019 年までの間
34





製造業における事例が多く、労働組合（40％）または NGO（38％）から各国 NCP に対して問
題提起がなされているケースが大半である。
　日本 NCP が関与した事例については（表１）、OECD のデータベースにおいて 2020 年 12 月
現在
36
、7 件の事例が掲載されており、対応が終結している事例が 4 件、初期評価のみの事例が
2 件、進行中の事例が 1 件となっている。特筆すべき点としては、ほぼすべての事例（6 件）が
製造業における雇用及び労使関係に関連しており、労働組合が問題の提起に関与している点、そ




が構成されており、OECD 多国籍企業指針の普及・実施に向けた意見交換等が行われている。外務省 HP 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/csr/housin.html,  2020 年 12 月 30 日閲覧
31  OECD (2011), p.78




33  OECD (2011), pp.72 -74
34 Cases handled by the National Contact Points for Responsible Business Conduct, https://mneguidelines.oecd.
org/Flyer-OECD-National-Contact-Points.pdf , 2020 年 12 月 30 日閲覧
35  一つの事例に複数のテーマが関連していることがあるため、比率の合計は 100％にならない点に注意。
36  https://mneguidelines.oecd.org/database/searchresults/?q=(NCP:(Japan)), 2020 年 12 月 30 日閲覧
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　日本 NCP は、イスラエル NCP と連携しつつ当事者との意見交換を実施。当事















































































































































database/) に掲載されている、Japanese National Contact Point (NCP) for the OECD Guidelines for 























　ベターワークは ILO と国際金融公社（IFC）によるパートナーシッププログラムで、ILO のフ
ラグシップ・プログラムの 1 つとして位置づけられている。同プログラムは縫製産業の労働環境











37  ILO ウェブサイト，Better Work, Better Business, Better Lives（より良い仕事、より良いビジネス、より良い生活） 
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-tokyo/documents/publication/























（Gobel, 2010, pp.83 -84）。このプロジェクトにかかわることにより、関係者の能力構築（Capacity 




























・IFC 及び ILO との正式かつ法的な関係





（参考文献：ILO ウェブサイト，Better Work, Better Business, Better Lives（より良い仕事、より良いビ





























も多く、金融（75 件）、軽工業（75 件）、サービス（68 件）が続いている。問い合わせの内容に
ついては、職場の安全衛生に関する問い合わせ（128 件）が最大で、児童労働（103 件）、強制労
働（97 件）、移民労働者（84 件）、賃金（78 件）等が上位にランクインしている（表３）。
　統計情報から、ヘルプデスク使用者の大多数は多国籍企業となっており、ベターワークと同様、
企業向けの窓口としての役割を果たしていると言える。
















CSR に向けた ILO のアプローチ 0 26










技術及び訓練 技術及び訓練 0 12
労働条件・生活条件 一般 0 15
HIV/AIDS 0 2
労働時間 9 72






労使関係 団体交渉 2 26
結社の自由 0 28
社会対話 0 12

























機能を果たす。そして、ILO の 2 つのプロジェクトは実際の現場において基準の遵守に向けた課
題解決を支援する。加えて、政労使の三者構成を重視する ILO の特徴とも重なるように、貿易
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